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１ はじめに 

 

東京たま広域資源循環組合（以下「当組合」といいます。）の会計は、現金主義に基

づいて整理をしています。この方式は、予算どおりに事業が執行されているかを管理

しやすいため、公的機関の会計制度として適しています。 

その一方で、資産の状況把握や、将来にわたる債務に関する情報が不足しています。

また、予算執行の状況が分かるだけで、当該年度に費用認識すべき金利や減価償却費

などのコストが明らかになっていないなど、いつくかの課題があります。 

そこで、総務省は平成２０年度の決算から、全ての自治体が貸借対照表をはじめと

する財務書類４表を、国が示した２種類のモデル（「総務省方式改訂モデル」と「基

準モデル」）に基づき作成したものの公表を求めてきましたが、複数の方式があるこ

とから、地方自治体間の比較が難しいといった課題がありました。 

このため、平成２７年１月に総務省から「統一的な基準」が示され、全ての地方自

治体に対して、この基準に基づいた財務書類を作成することが要請されました。これ

を受けて当組合においても平成２８年度決算から統一的な基準により、財務書類の作

成及び公表を行っております。 

 

 

２ 統一的な基準と総務省方式改訂モデルの違い 

 

当組合が平成２７年度決算まで作成していた「総務省方式改訂モデル」と、平成２

８年度決算から作成する「統一的な基準」を比較すると、大きく分けて３つの違いが

あります。 

 

（１）発生主義・複式簿記の導入 

「総務省方式改訂モデル」では、地方財政状況調査（決算統計）のデータを活用

して財務書類を作成していましたが、「統一的な基準」では、歳入・歳出の伝票単位

で複式仕訳を行い、発生主義に基づき作成します。 

（２）固定資産台帳の整備 

「総務省方式改訂モデル」では、固定資産台帳の整備が必ずしも前提とはされて

いませんでしたが、「統一的な基準」では、固定資産台帳の整備が必須となりまし

た。 

（３）比較可能性の確保 

これまで、財務書類の作成には、「総務省方式改訂モデル」「基準モデル」「東京都

方式」など、複数の基準が存在していましたが、全ての地方自治体が「統一的な基

準」により財務書類を作成するため、地方自治体間の財務状況が比較しやすくなり

ます。  
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３ 財務書類の種類 

 

財務書類は、以下の４つの表で構成されています。 

 

（１）貸借対照表（バランスシート） 

基準日時点に所有している資産と、その資産がどのような財源（負債、純資産）

で賄われているかを表したものです。 

（２）行政コスト計算書 

民間企業などの損益計算書にあたるもので、当該年度における行政サービスに係

るコストと、その行政サービスに対する収入を表したものです。 

（３）純資産変動計算書 

当該年度における純資産の変動と増減要因を表したものです。 

（４）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

当該年度における現金の出入りを３つの活動に分類して表したものです。 

また、財務書類４表の相互関係は次のとおりです。 

 

出典：統一的な基準による地方公会計マニュアル（総務省） 

 

※１ 貸借対照表の純資産の変動を表したものが、純資産変動計算書です。 

※２ 行政コスト計算書は、純資産変動計算書における純行政コストの内訳です。 

※３ 資金収支計算書は、貸借対照表に計上されている現金預金の増減の内訳です。  
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４ 財務書類及びその分析 

（１）貸借対照表 

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

　固定資産 51,211,083 　固定負債 2,901,578

　　有形固定資産 51,168,990 　　地方債等 2,124,273

　　　事業用資産 49,552,792 　　長期未払金 777,305

　　　　土地 20,119,043 　　退職手当引当金                  －

　　　　立木竹                  － 　　損失補償等引当金                  －

　　　　建物 4,795,398 　　その他                  －

　　　　建物減価償却累計額 △ 2,183,185 　流動負債 1,431,237

　　　　工作物 51,293,629 　　1年内償還予定地方債等 1,406,922

　　　　工作物減価償却累計額 △ 26,710,972 　　未払金                  －

　　　　船舶                  － 　　未払費用                  －

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金                  －

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                 － 　　賞与等引当金 17,899

　　　　航空機                  － 　　預り金 6,416

　　　　航空機減価償却累計額                 － 　　その他                  －

　　　　その他                  － 負債合計 4,332,815

　　　　その他減価償却累計額                 － 【純資産の部】

　　　　建設仮勘定 2,238,879 　固定資産等形成分 54,811,042

　　　インフラ資産 760,162 　余剰分（不足分） △ 3,651,128

　　　　土地 0

　　　　建物                  －

　　　　建物減価償却累計額                  －

　　　　工作物 1,161,272

　　　　工作物減価償却累計額 △ 401,110

　　　　その他                  －

　　　　その他減価償却累計額                 －

　　　　建設仮勘定                  －

　　　物品 4,501,555

　　　物品減価償却累計額 △ 3,645,519

　　無形固定資産 25,648

　　　ソフトウェア 25,648

　　　その他                  －

　　投資その他の資産 16,445

　　　投資及び出資金                  －

　　　　有価証券                  －

　　　　出資金                  －

　　　　その他                  －

　　　投資損失引当金                  －

　　　長期延滞債権                  －

　　　長期貸付金                  －

　　　基金 16,445

　　　　減債基金                  －

　　　　その他 16,445

　　　その他                  －

　　　徴収不能引当金                  －

　流動資産 4,281,646

　　現金預金 681,686

　　未収金                  －

　　短期貸付金                  －

　　基金 3,599,959

　　　財政調整基金 3,587,168

　　　減債基金 12,792

　　棚卸資産                  －

　　その他                  －

　　徴収不能引当金                  － 純資産合計 51,159,914

資産合計 55,492,728 負債及び純資産合計 55,492,728

※数値は、各々単位未満を四捨五入しているため、合計と合わない場合があります。

一般会計等貸借対照表
（平成30年03月31日 現在）
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☆ 貸借対照表について 

左側（借方）は、【資産】として当組合が事業を運営するために所有している資産

の状況を、固定資産と流動資産に区分して表しています。 

右側（貸方）は、左側（借方）の【資産】がどのような財源で賄われているかを

表しており、そのうち、将来において支払いが必要なものは【負債】、【資産】から

【負債】を差し引いたものを【純資産】と区分しています。また、【負債】は、固定

負債と流動負債に区分して表しています。 

貸借対照表は、左側（借方）の【資産】と右側（貸方）の【負債】及び【純資産】

の合計額が一致することから、バランスシートとも呼ばれます。 

地方自治体の決算書では、主に当該年度の現金の出入りしか把握できませんが、

貸借対照表では、決算書から見えてこない資産や負債などの状況を把握することが

できます。 

 

この分析に注目！ 

指標区分 数値 参考（自治体平均値） 

有形固定資産減価償却率 ５３．３％ 35％～50％ 

純資産比率 ９２．２％ 60％～70％ 

将来世代負担比率 ６．９％ 15％～40％ 

 

【有形固定資産減価償却率】 計算式：減価償却累計額÷償却資産取得価額※×100 

※ 有形固定資産－土地－建設仮勘定－美術品＋減価償却累計 

有形固定資産減価償却率は、有形固定資産のうち、土地及び美術品以外の償却資産（建物

等）の取得価額に対する減価償却累計額の割合です。 

この比率は、所有資産の老朽化の進捗程度を表しており、100%に近づくほど老朽化が進ん

でいることを意味し、近い将来、補修などに費用を要することになります。 

地方自治体の平均的な値は、35%～50%と言われていますが、当組合の比率は、僅かながら

平均よりはやや高い水準となっており、施設の老朽化が進みつつあるといった状況ですが、

昨年度との比較においても数値が上がっております。 

老朽化した施設を適切に維持していくためには、大規模改修や更新など多額の費用がかか

りますが、限られた財源の中で計画的にこれらを実施していくことが必要となります。 
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【純資産比率】 計算式：純資産合計÷資産合計×100 

純資産額は、過去から現在までの世代の負担によって形成された資産額を表しており、資

産総額から将来支払が見込まれる負債額を差し引いた額を意味します。 

純資産比率は、総資産に占める純資産の割合となり、現在所有している資産のうち、これ

までの世代が負担した割合を見ることができます。 

この比率が高い場合、これまでの世代の負担で形成された資産から将来にわたって行政サ

ービスを受けることができるため、将来世代の負担が少ないと言えますが、現在世代と将来

世代とのバランスを取ることも必要です。 

地方自治体の平均的な値は、60％～70％と言われていますので、当組合の比率は高い水準

にあり、将来世代への負担が少ない状況と言えます。これは、公債費の償還ピークを過ぎて

いることとも合致しています。 

 

【将来世代負担比率】 計算式：地方債残高（１年以内償還予定含む）÷有形・無形固定資産×100 

純資産比率が現在所有している資産のうち、過去から現在までの世代の負担割合を表すの

に対し、将来世代負担比率は、将来世代が負担する資産の割合を表しています。 

この比率が高い場合、現在使用している資産を将来世代の負担で形成していることにな

り、将来世代の負担が大きいということになります。 

資産形成の財源を構成団体からの負担金などの収入で賄い、地方債の借入を抑制すると純

資産比率が高くなり、将来世代負担比率が低くなります。反対に資産形成の財源を地方債の

借入により賄うと、純資産比率は低くなり、将来世代負担比率が高くなります。 

地方自治体の平均的な値は、15％～40％と言われていますので、当組合の比率は低い水準

にあり、将来世代への負担が少ない状況と言えます。これは、エコセメント化施設建設時の

平成 17年度に地方債残高のピークを迎えましたが、以後、大きな地方債発行がなく、平成

24年度に迎えた償還のピークも越えて、地方債残高が減少してきた結果によるものと考えら

れます。また、昨年度との比較においても数値が下がっております。 

 

二ツ塚処分場に迷込んだ カモシカ 
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（２）行政コスト計算書 

 

 

（単位：千円）

科目 金額

経常費用 9,392,300

　業務費用 8,355,136

　　人件費 266,246

　　　職員給与費 221,183

　　　賞与等引当金繰入額 17,899

　　　退職手当引当金繰入額                             －

　　　その他 27,164

　　物件費等 8,023,607

　　　物件費 5,934,819

　　　維持補修費 367,844

　　　減価償却費 1,720,943

　　　その他                             －

　　その他の業務費用 65,282

　　　支払利息 59,948

　　　徴収不能引当金繰入額                             －

　　　その他 5,335

　移転費用 1,037,165

　　補助金等 1,037,165

　　社会保障給付                             －

　　他会計への繰出金                             －

　　その他                             －

経常収益 794,082

　使用料及び手数料                             －

　その他 794,082

純経常行政コスト 8,598,219

臨時損失                             －

　災害復旧事業費                             －

　資産除売却損                             －

　投資損失引当金繰入額                             －

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                             －

臨時利益                             －

　資産売却益                             －

　その他                             －

純行政コスト 8,598,219

※数値は、各々単位未満を四捨五入しているため、合計と合わない場合があります。

一般会計等行政コスト計算書
自 平成29年04月01日

至 平成30年03月31日
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☆ 行政コスト計算書について 

当組合は廃棄物処理場やこれに付随する各種施設を整備し、その施設を運営する

ことで廃棄物のリサイクル事業（エコセメント化事業）等を行っています。 

行政コスト計算書では、この事業にかかる支出のうち、資産形成につながらない

費用を【経常費用】として表しています。 

また、その業務に対する使用料や手数料などの受益者からの収入等を【経常収益】

として表しています。 

また、【経常費用】と【経常収益】の差額である【純経常行政コスト】は、構成団

体からの負担金などの一般財源等で賄わなければならないコストを表しています。 

 

この分析に注目！ 

指標区分 数値 参考（自治体平均値） 

受益者負担比率 ８．５％ 2％～8％ 

人件費の割合 ２．８％  

物件費等の割合 ８５．４％  

その他の業務費用の割合 ０．７％  

移転費用の割合 １１．０％  

 

【受益者負担比率】 計算式：経常収益÷経常費用×100 

廃棄物のリサイクル事業などの経常的な行政活動に対して、受益者が負担する使用料や手

数料などの割合を表しています。 

当組合においては、主に各施設の運転管理に伴う光熱水費に係る受託業者の負担となって

おります。受益者が負担しない部分については、構成団体からの負担金などの一般財源等によ

り賄うことになります。したがって、この比率が著しく低い場合、受益者負担が適正ではない

可能性があります。 

地方自治体の平均的な値は、2％～8％と言われていますが、当組合の比率は比較的高い水準

であるものの、平均値からの大きな乖離はなく、適正の範囲内であると考えられます。 

 

【各費用の占める割合】 計算式：各費用÷経常費用×100 

人件費は、職員給与費や賞与等引当金などを計上しています。 

物件費等は、物件費、維持補修費、減価償却費などを計上しています。 

その他の業務費用は、支払利息などを計上しています。 

移転費用は、日の出町への地域振興事業負担金等を計上しています。 

当組合においては、廃棄物のリサイクル事業、施設の運営管理に係る費用が大半を占めるこ

とから、物件費等の占める割合が非常に高くなっており、移転費用に計上される福祉サービス

などを実施している市町村とは各費用の占める割合の構成が大きく異なります。 
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（３）純資産変動計算書 

 

 

（単位：千円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分）

前年度末純資産残高 50,417,263 55,106,348 △4,689,084

　純行政コスト（△） △8,598,219 △8,598,219

　財源 9,332,423 9,332,423

　　税収等 9,330,000 9,330,000

　　国県等補助金 2,423 2,423

　本年度差額 734,204 734,204

　固定資産等の変動（内部変動） △303,752 303,752

　　有形固定資産等の増加 1,014,129 △1,014,129

　　有形固定資産等の減少 △1,720,943 1,720,943

　　貸付金・基金等の増加 403,063 △403,063

　　貸付金・基金等の減少 － －

　資産評価差額 － －

　無償所管替等 － －

　その他 8,446 8,446 －

　本年度純資産変動額 742,650 △295,306 1,037,956

本年度末純資産残高 51,159,914 54,811,042 △3,651,128

※数値は、各々単位未満を四捨五入しているため、合計と合わない場合があります。

科目 合計

自 平成29年04月01日

至 平成30年03月31日

一般会計等純資産変動計算書

日の出山山頂からの眺望 
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☆ 純資産変動計算書について 

純資産変動計算書は、貸借対照表の【純資産】が１年間でどのような要因によっ

て増減したかを表しています。 

純資産額は、過去から現在までの世代の負担によって形成された資産額を表して

おり、資産総額から将来支払が見込まれる負債額を差し引いた額を意味します。 

【純資産】が増加した場合、現在世代の負担によって将来世代が利用できる資産

を増やしたこととなるため、将来世代の負担が少なくなります。 

一方、【純資産】が減少した場合、現在世代は将来世代が利用できる資産を消費

したこととなるため、将来世代の負担が大きくなります。 

 

この分析に注目！ 

指標区分 数値 参考（自治体平均値） 

行政コスト対財源比率 ９２．１％ 90％～110％ 

 

【行政コスト対財源比率】 計算式：純経常行政コスト÷財源×100 

純経常行政コストは、経常費用と経常収益の差額であり、構成団体からの負担金などの一般

財源等で賄わなければならないコストを表しています。 

行政コスト対財源比率は、その純経常行政コストが当年度の財源でどの程度賄われたかを

表す割合となっています。 

地方自治体の平均的な値は 90%～110%の間と言われていますが、この比率が 100%を下回る

場合、翌年度に引き継ぐ資産が蓄積されたか、或いは、負担が軽減されたことを表します。 

反対に 100%を上回る場合、過去から蓄積された資産を取り崩したか、或いは、翌年度以降

の負担が増加したことを表します。したがって、100%を上回る状況は、経常費用を当年度の財

源だけでは賄えていない状況となります。 

当組合の比率は、平均の範囲内で、その中でも低い水準となっており、安定した財政運営が

できている状況と言えます。しかしながら、重油価格が高騰すると、エコセメント化事業の費

用増加に繋がり、今後この比率が上がってしまうことは容易に予想されるので、状況に応じた

対応が求められるものと考えています。また、昨年度よりも数値が上がっているのは、重油価

格の高騰の影響と考えられます。 
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（４）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

 

（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】

　業務支出 7,669,040

　　業務費用支出 6,631,875

　　　人件費支出 263,930

　　　物件費等支出 6,302,663

　　　支払利息支出 59,948

　　　その他の支出 5,335

　　移転費用支出 1,037,165

　　　補助金等支出 1,037,165

　　　社会保障給付支出                             －

　　　他会計への繰出支出                             －

　　　その他の支出                             －

　業務収入 10,126,505

　　税収等収入 9,330,000

　　国県等補助金収入 2,423

　　使用料及び手数料収入                             －

　　その他の収入 794,082

　臨時支出                             －

　　災害復旧事業費支出                             －

　　その他の支出                             －

　臨時収入                             －

業務活動収支 2,457,465

【投資活動収支】

　投資活動支出 639,887

　　公共施設等整備費支出 236,824

　　基金積立金支出 403,063

　　投資及び出資金支出                             －

　　貸付金支出                             －

　　その他の支出                             －

　投資活動収入                             －

　　国県等補助金収入                             －

　　基金取崩収入                             －

　　貸付金元金回収収入                             －

　　資産売却収入                             －

　　その他の収入                             －

投資活動収支 △ 639,887

【財務活動収支】

　財務活動支出 1,523,420

　　地方債等償還支出 1,523,420

　　その他の支出                             －

　財務活動収入                             －

　　地方債等発行収入                             －

　　その他の収入                             －

財務活動収支 △ 1,523,420

本年度資金収支額 294,157

前年度末資金残高 381,113

本年度末資金残高 675,270

前年度末歳計外現金残高 3,074

本年度歳計外現金増減額 3,342

本年度末歳計外現金残高 6,416

本年度末現金預金残高 681,686

※数値は、各々単位未満を四捨五入しているため、合計と合わない場合があります。

一般会計等資金収支計算書
自 平成29年04月01日

至 平成30年03月31日
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☆ 資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）について 

資金収支計算書は、１年間の歳計現金（＝資金）の出入りの情報を性質の異なる

３つの区分（【業務活動収支】、【投資活動収支】、【財務活動収支】）に分けて、どの

ような活動に現金が必要であったかを表しており、財務書類４表の中で唯一現金主

義に基づいて作られています。 

【業務活動収支】は、当組合が行っている日常の業務において発生する収入及び

支出で構成されています。例えば、収入では組合構成団体負担金や施設運営業務受

託者公共料金負担金、支出では業務費用支出として人件費など、移転費用支出とし

て日の出町への地域振興事業負担金などが計上されます。 

【投資活動収支】は、廃棄物処分場の整備、これに付随する各種施設整備といっ

た資産形成に係る収入と支出を表しています。また、基金への積立や基金からの取

崩しも含まれます。 

【財務活動収支】は、地方債の借入や返済による収入と支出を表しています。 

 

この分析に注目！ 

指標区分 数値 参考（自治体平均値） 

基礎的財政収支 1,877,526千円  

歳入額対資産比率 ５．３年 3年～7年 

地方債償還可能年数 １．４年  

 

【基礎的財政収支】 計算式：業務活動収支（支払利息支出除く）＋投資活動収支 

基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、資金収支計算書から、地方債の償還による支

出と発行による収入を除いた歳入歳出のバランスを表しています。 

この金額がマイナスの場合、地方債を発行しなければ支出を賄えなかったこととなるため、

地方債に依存した財政運営がなされていることになります。 

当組合は、この金額がプラスとなっており、これは、地方債の償還を除いた支出を当該年度

の構成団体からの負担金等収入で賄えたことを表しているため、健全な財政運営であると言

えます。 

 

【歳入額対資産比率】 計算式：資産合計÷歳入総額（前年度末資金残高含む） 

歳入額対資産比率は、歳入総額に対する総資産の比率を年数で表しており、形成された資産

が、何年分の歳入に相当するかを把握することができます。なお、当該年度の数値による計算

であり、実際に何年かかっているかを示すものではありません。 

この比率が高い場合、社会資本整備を重点的に進めてきたことになりますが、一方で過度の

社会資本整備は、将来においてその維持更新費用が増大し、負担が大きくなることも考慮する

必要があります。 

地方自治体の平均的な値は、3年～7年と言われていますので、当組合の比率は、標準的な

水準にあり、財政面で大きな負担とならない、適度な範囲で社会資本整備を進めていると言え

ます。 
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【地方債償還可能年数】 計算式：地方債残高（１年以内償還予定含む）÷業務活動収支（臨時除く） 

地方債償還可能年数は、地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に、何年で返済で

きるかを表しています。なお、ここでは、地方債の償還に充当可能な基金（財政調整基金、減

債基金）を控除しないで計算しています。 

当組合の年数はかなり短くなっていますが、新たな起債がなかったことから、昨年度との比

較においても更に改善されております。この年数が短いほど健全な財政運営がなされている

と言えますので、今後も、適切な財政運営に努めていく必要があります。 

 

 

谷戸沢処分場で生まれ育ったフクロウのヒナ 



 

  



 

 


